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序     文 
 

パキスタンにおける地方分権化は、中央政府より 2001 年８月に布告された地方行政令（Local 
Government Ordinance 2001）に基づいて各州政府によって分権化が開始されており、現在まで

に５年が経過している。しかし、新たに設置された県、郡、ユニオンの職員不足と能力不足、

予算不足もあり、新制度の効率的な運営にまでは至っていない。設置された地方行政制度では

Citizen Community Board 制度・事業が導入されて、地方の開発において住民組織の参加を促す

行政サービスとして期待されたが、これも現時点では適切に機能していない。 

このような状況及びパンジャブ州政府からの要請を踏まえ、CCB 制度・事業にかかる業務改

善及び、行政官の能力開発を通じて CCB 制度・事業における透明性・効率性の高い行政サー

ビスの運営が行われることを目標として、「地方行政能力向上プロジェクト」が 2004 年８月

より２年間の予定で開始された。 

本プロジェクトの対象県において、各種調査を実施してその分析を踏まえつつ、PCM を活用

した改善計画が策定・実施され、そして CCB 制度・事業運営改善のためのモデル及び地方政

府とコミュニティー/地域住民を橋渡しする仕組みとして CCB 支援センターと普及員が設置さ

れた。その結果、支援センター活動開始後の CCB 案件登録・承認数は増加し、完了案件数と

登録 CCB 数の比率は全国平均を上回る実績を出している。 

今般プロジェクトの終了を控え、プロジェクト開始時からの各活動実績を整理し、PDM に基

づいて成果の達成状況を確認・評価し、プロジェクト終了までの活動計画に関する提言や得ら

れた教訓を取りまとめることを目的として、平成 19 年１月 14 日～27 日の日程で国際協力機構

パキスタン事務所貝原孝雄所長を総括とする終了時評価の現地調査が実施された。 

本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後の国際協力活動の

進展に広く活用されることを願うものである。 

これまでプロジェクトにご協力いただいた内外関係各機関の方々には心から謝意を表する

とともに、今後のさらなる発展に向け、一層のご支援をお願いする次第である。 

 

平成 19 年２月 

 

独立行政法人国際協力機構 
理事 松岡 和久 
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終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：パキスタン国 案件名：パンジャブ州地方行政能力向上 

 プロジェクト 

分野：ガバナンス―地方行政 援助形態：技術協力 

所轄部署：パキスタン事務所 協力金額（評価時点）：2.2 億円 

先方関係機関：パンジャブ州政府地方政府・地域開

発局、ハフィサバード県政府 

日本側協力機関：課題別支援委員会３教授 

他の関連協力： 

 

協力

期間 

（R/D）：2004 年８月～ 

 2006 年８月 

（延長）：2006 年８月～ 

 2007 年２月 

（F/U）： 

（E/N）（無償） 

 

１－１ 協力の背景と概要 

 パキスタン国では 2001 年８月の新しい地方行政法の施行後、新制度下における地方政府の

役割が明確になっていないことや、地方政府職員の能力・人員が不足していることなどによ

り混乱が生じた。新制度のなかで採用された Citizen Community Board（CCB）事業制度も、

地方の開発において住民組織の参加を促す新たな行政サービスとして期待されたが適切に機

能していなかった。 

このような状況を踏まえ、「地方行政能力向上プロジェクト」がパンジャブ州政府から要請

され、2003 年４～５月に第１次事前評価調査団、同年 10～11 月に第２次事前評価調査団が

派遣され、2004 年８月より当初２年間の予定でプロジェクトが開始され、その後６カ月の延

長要請を受け、2007 年２月までの協力を実施中である。本プロジェクトは、CCB 事業にかか

る業務改善及び行政官の能力開発を通じて、CCB 事業における透明性・効率性の高い行政サ

ービスの運営が行われることを目標としている。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

CCB 事業改善の経験を活用し、CCB 事業サイクルマネジメントモデルが確立する。 

 

（２）プロジェクト目標 

ハフィサバードの地方政府において CCB 事業がより適切に行われる。 

 

（３）成果 

成果１：CCB 事業に関する地域コミュニティー及び地域住民のニーズや問題点を地方

政府が把握する。 

成果２：（地方政府の組織分析調査により）CCB 事業に関する地方政府の行政（運営）

上の改善点を地方政府が把握する。 

成果３：モデルディストリクト政府によってプロジェクトサイクルのコンセプトを活

用した CCB 事業改善計画が策定され、適用される。 

 



成果４：モデルディストリクトにおいて、地方政府幹部、職員、及び議員がプロジェ

クト活動を行ううえで必要な技術及び知識を習得する。 

 

（４）投 入 

日本側： 

長期専門家派遣 延べ３名 

短期専門家派遣 延べ３名 

機材供与 デスクトップパソコン４台、プリンター４台 

ローカルコスト負担 31,664,882 ルピー（2007 年２月末時点） 

研修員受入   計５名 

 

相手国側： 

カウンターパート配置 延べ 10 名 

ハフィサバードにおける事務所スペース提供 

ローカルコスト負担 151,200 ルピー（2007 年２月末時点） 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 氏 名 担当分野 所    属 

 貝原 孝雄 

石塚 賢司 

齋川 純子 

総  括 

評価管理 

評価分析 

JICA パキスタン事務所 所長 

JICA パキスタン事務所 所員 

㈱コーエイ総合研究所コンサルティング第二部 主任研究員 

調査期間  2007 年１月 14 日～2007 年１月 27 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）成果１に向けての活動 

全 42 ユニオン（末端の最小行政単位、村落）を対象に、地域概況調査が実施され、ユ

ニオンプロファイルが作成された（2004 年 12 月～2005 年３月）。その後、同プロファイ

ルに基づき、ユニオン情報シートの作成がなされた（2006 年５月～６月）。また、10 ユ

ニオン（20 村落）につき、参加型調査手法によるコミュニティー調査が実施された（2005

年４月～８月）。 

これら地域概況調査やコミュニティー調査の結果、農業地域のために種牛育成を行っ

て所得を増加したいとの要望や、コミュニティー内の道路やモスクを改修したいものの

実施できていないなどの問題点を地方政府が把握し、行政官はそれら問題点などへの理

解を深めており、本成果は達成されたと言える。 

 

（２）成果２に向けての活動 

2004 年 11 月から 2005 年３月にかけて、ハフィサバード地方政府の組織分析調査が実

施された。同調査では、政策・法律・規則等の制度分析と、組織構造・意思決定プロセ

ス・運営管理システム・人的資源管理・地方政府文化等の組織分析がカバーされた。 



その結果、PCC（プロジェクト調整委員会、３カ月に１回開催）やワークショップ（2005

年５月）を通じて問題点が把握されて、地方政府行政官への情報共有が適切になされ、

ワークショップ参加者の理解／知識に大きな改善が見られたことからも、「地方政府はそ

の行政上の改善点を把握する」という成果は達成されたと言える。 

 

（３）成果３に向けての活動 

上記の調査結果等を参考にし、CCB 改善計画（CIP）が策定され、2005 年 12 月に承認

された。CIP 実施に向けて、シニアトレーナー／CCB コーディネーターの雇用、CCB コ

ーディネーターの訓練、CCB サポートセンター（CSC）の開所、CCB 情報掲示板の設置、

CCB 情報キットの作成等の体制づくりがなされた。その後、CIP が実施され、その活動

に対するモニタリングも行われた。CCB コーディネーターによるフィールドファシリテ

ーションが実施され（15 パイロットユニオン対象）、CCB 登録データベースが稼動を開

始した。2006 年６月に開催された第１回プロジェクト検討委員会（PEC）では、14CCB
からのプロポーザルが承認された。CIP の実施・モニタリングを踏まえて、CIP（Ⅱ）へ

の改訂が行われ（2006 年８月）、対象の拡大（全 42 ユニオンへ）、ファシリテーション

の方法変更（訪問型から CFS での相談受付へ）、登録・承認スケジュールの見直し、PEC
の役割・位置づけの変更がなされた。2006 年 10 月に、８カ所の CCB ファシリテーショ

ンステーション（CFS）が設置された。 

最終的な成果として CIP（Citizen Community Board Improvement Plan）が策定され、

それを活用して CCB 制度が運営されるようになった。プロジェクト・サイクル・マネジ

メント（PCM）の考えは、CIP の策定、実施、モニタリング、改訂プロセスに組み込ま

れていることから、成果３についても十分に達成されたと言える。 

 

（４）成果４に向けての活動 

プロジェクト関連情報の共有、プロジェクト活動を行ううえで必要な技術・知識の習

得を目的として、州政府行政官、地方政府行政官、CCB メンバー等向けに、多数のワー

クショップ・セミナーが開催された。その後のインタビュー調査等によれば、おおむね

参加者の 80％が CCB 制度に対する理解を深めていることが確認でき、本プロジェクト

の関係者はプロジェクト実施に必要な知識・技術等を習得したと考えられ、本成果は達

成したと言える。 

 

（５）プロジェクト目標の達成について 

プロジェクト目標達成状況：本プロジェクト開始以降の CCB 事業の達成状況（2005

年 12 月～2006 年 12 月：100CCB 登録完了、53 プロポーザル作成済、13 プロポーザル県

議会からの承認済、12 プロジェクト完了）が、開始前のモデル県、パンジャブ州の平均

的な状況と比べても迅速であったことから、プロジェクト目標は達成されたと言える。

また、幾つかの CCB も、本プロジェクトの活動により、CCB 事業がより効果的・効率

的になったことを高く評価している。 

プロジェクト期間中の 2005 年 12 月～2006 年 12 月の１年間において、CCB 案件の平

均完了案件数を CCB 平均登録数で割った比率を全国平均とモデル県で比較すると、全



国平均は 7.7％であるがモデル県は 12％となっており、モデル県での CCB 制度の運営が

適切に実施された。また、完了した CCB 案件数も全国平均よりも多かったと考えられる

点からも、プロジェクト目標は達成できたと言える。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトは、パキスタン側の開発政策［パキスタン政府「10 カ年開発計画（2001

～2011 年）」及び「地方行政計画（2000 年）」、パンジャブ州政府「地方行政法令（2001

年）」及び「地方行政規則（2003 年）」］と合致している。また、「対パキスタン国別援助

計画（2005 年２月）」「JICA 国別事業実施計画（2006 年７月）」において「ガバナンス」

は分野横断的イシューとして位置づけられていることから、本プロジェクトは日本の

ODA 政策とも整合している。ハフィサバード県は、農村地域の平均的な特徴を有してい

ること、イスラマバード及びラホールからのアクセスが良いこと、District Nazim（県知

事）と DCO（県行政官トップ）との関係が良好で政治的に安定していることなどの理由

により、本プロジェクトのモデル県として選定されており、この選定は妥当であったと

言える。 

 

（２）有効性 

成果１：地域社会調査の結果及びユニオン情報シート等の情報は、PCC やワークショ

ップの場を通じて、地方政府行政官への共有が適切になされており、これら

の調査を実施するアプローチに有効性があったと言える。 

成果２：ハフィサバード地方政府の組織分析調査により、政策・法律・規則等の制度

分析と、組織構造・意思決定プロセス・運営管理システム・人的資源管理・

地方政府文化等の組織分析が行われて、PCC やセミナー開催を通じて関係者

の理解が深まり、問題点の把握がしやすくなったことから、同調査の有効性

はあったと言える。 

成果３：上記の調査を踏まえて CCB 改善計画（CIP）が策定、実施され、モニタリン

グを行って改訂版である CIP2 が作成された。このようにプロジェクト･サイ

クルのコンセプトを活用した CIP の策定は、実際の CCB 制度運営に適用され

ており有効性があった。 

成果４：セミナー後のインタビュー調査などにより、参加者の 80％以上が理解を深め

ていておおむね成果を達成されていることから、本成果に対する活動の有効

性があったと言える。 

 

（３）効率性 

投入：日本側からの投入（専門家、C/P の本邦研修、機材、現地業務費）は、プロジ

ェクト活動、成果の達成のために、おおむね適切に活用されている。パキスタン側カウ

ンターパート（C/P）の全員が、本来業務の一部としてのみ本プロジェクトに関わってい

る。他方で本プロジェクトに配慮して人事異動がなされるわけでもなく、プロジェクト

実施における効率性が損なわれる場合もあった。 



活動：成果を達成するため、十分な量と質のプロジェクト活動（地域社会調査、組織

分析調査、CIP の策定・実施・モニタリング・改訂、ワークショップ、セミナー）がタ

イミングよく実施されてきたと言える。 

パキスタン北部地震の影響により長期専門家が１名が亡くなり、専門家２人体制が一

時は１人体制となって業務の進捗に遅延が生じたため６カ月の期間延長が行われるとと

もに、後任の長期専門家が派遣されて再度２名体制に戻った。延長期間中の専門家の投

入は１名だったため、その他の一般業務費に関して延長期間分の増加はあったものの、

このような状況下でも、おおむね適切な投入がなされたことにより効率性は大きく損な

われなかったと言える。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトである程度形成された CCB 事業サイクルマネジメントモデルが、確立

し、発展するか否かは、政策支援、制度的アレンジメント、財政的支援についての今後

の方向性に大きく左右される。よって、プロジェクト終了間近の現時点ではモデル県に

おいてプロジェクトサイクルが活用されているが、州政府において本プロジェクトの上

位目標を２～３年以内に達成するか否かを判断するのは難しい。 

県政府において本プロジェクトの成果である CCB 事業サイクルマネジメントモデル

を採用することは予算的な制限により難しいとみられる。他方で、プロジェクト後も例

えば県政府の CCB 制度運営を地域住民がモニタリングし続けることができれば、達成の

可能性はあると考える。 

また、プロジェクトが行った CCB 事業の実施促進により、特に地域住民が自分の地域

の開発について考える機会が増えたため、CCB を設立して地域開発に取り組む住民が増

えたことが特筆できる。 

 

（５）自立発展性 

「パンジャブ州地方行政法令（2001 年）」は「法的枠組み命令」により保証されてい

るため、パンジャブ州政府からの、地方分権化、CCB 事業への政策支援は今後も継続す

ることが大きく見込める。本プロジェクトにより、パキスタン側（CCB 及び地方政府行

政官）の能力の向上が見られたが、CCB 事業を効率的・効果的に実施し続けるためには、

さらなる向上、そのために、何らかの形での継続的支援が必要である。本プロジェクト

である程度形成されたモデルをどのように制度化していくのか、それに対する予算措置

をどのように行うのかについては、関係者間での議論が積極的に進められているが、結

論には至っていない。このアレンジメントができれば、本プロジェクトによる効果が今

後も持続していくことが十分に期待できる。地方政府側のアレンジメントができない場

合、地域住民側でモデルを活用して CCB 制度運営をモニタリングするなどの活動が行わ

れれば、本プロジェクトの自立発展性は部分的に保たれると考える。 

 

 

 

 



３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

プロジェクト調整委員会（PCC）会合、プロジェクト管理ユニット（PMU）会合はか

なりの頻度で開催されており、プロジェクト関係者間で、活動の進捗につき、確認・情

報共有が十分に行われている。よって、これらの会合はプロジェクト実施におけるモニ

タリング機能を十分に有していたと言える。 

本プロジェクトでは、CCB・住民と地方政府との間で仲介的な役割を担うことを期待

し、CCB コーディネーターとそれを監理するシニアトレーナーが雇用されている。これ

らのスタッフは、CIP 実施（住民のファシリテーション、CCB 事業の実施支援・モニタ

リング等）に従事し、CCB 事業の改善に大きく貢献したと言える。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

2005 年 10 月に発生したパキスタン北部地震の影響のため、プロジェクト活動に遅れ

が生じ、結果として、プロジェクト期間が６カ月間延長された。 

上記の会合やその他協議を通じて、プロジェクト関係者間（パキスタン側 C/P、日本

人専門家、プロジェクトスタッフ）のコミュニケーション、情報共有は十分であり、パ

キスタン側カウンターパートの本プロジェクトへの理解、支援、コミットメントも確保

されていたと言える。ただし、カウンターパートの全員が、本来業務の一部としてのみ

本プロジェクトに関わっており、本プロジェクトを配慮して人事異動がされるわけでも

なく、プロジェクト実施における効率性が損なわれる場合もあった。 

 

３－５ 結 論 

2004 年８月の開始以降、本プロジェクトは、CIP の策定・実施を通じて、CCB 事業サイク

ルマネジメントのモデルを提示してきた。この過程で、調査の実施、トレーニングの実施、

ワークショップ、セミナーの開催など、さまざまな活動を行ってきた。その結果、パキスタ

ン側の関係者（州政府及び県政府行政官）も高く評価しているように、当初計画されていた

プロジェクトの成果、及び目標ともに、十分に達成されることとなった。 

しかし、CCB 事業の実施・モニタリングの経験をさらに蓄積し、本プロジェクトにより提

示されたモデルを確立・発展させていくためには、さらなる時間が必要である。また、本プ

ロジェクトの効果を持続させるため、プロジェクト完了後にどのようなアレンジメントをす

べきかについて、パキスタン・日本国側双方が検討し結論を出すには、プロジェクト期間は

十分とは言えず、今しばらくの時間が必要である。 

 



３－６ 提 言 

パキスタン・日本国側双方のプロジェクト関係者が、 

１）CCB サポートセンターが担ってきた機能・サービス、 

２）CCB コーディネーターが担ってきた、CCB・コミュニティーグループに対するファシ

リテーション・支援の機能・サービス、 

３）CIP（Ⅱ）の実施・モニタリングを、 

プロジェクト終了後もある一定期間継続させるため、フォローアップなどの行動を起こす

ことを提言する。 

また、同関係者は、プロジェクト終了後の制度・組織的なアレンジメントにつき、検討を

さらに進める一方、可能な予算措置の選択肢（CCB 予算の活用、県政府予算の活用、JICA フ

ォローアップスキームの適用、他ドナーからの支援等）につき、継続的に検討を行うべきで

ある。 

 

３－７ 教 訓 

 本プロジェクトでは CCB 制度運用の改善支援として州･県政府レベルを支援対象とした

が、その下の草の根レベルを対象とすると、案件の成果やインパクトがより地域住民に届き

やすい。 

 

３－８ フォローアップ状況 

 今後についてはフォローアップ事業を検討中。 
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第１章 終了時評価調査概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯・目的 

パキスタン国では 2001 年８月の新しい地方行政法の施行後、新制度下における地方政府の

役割が明確になっていないことや、地方政府職員の能力・人員が不足していることなどにより

混乱が生じた。新制度のなかで採用された Citizen Community Board（CCB）事業制度も、地方

の開発において住民組織の参加を促す新たな行政サービスとして期待されたが適切に機能し

ていなかった。 

このような状況を踏まえ、「地方行政能力向上プロジェクト」がパンジャブ州政府から要請

され、2003 年４～５月に第１次事前評価調査団、同年 10～11 月に第２次事前評価調査団が派

遣され、2004 年８月より当初２年間の予定でプロジェクトが開始され、その後６カ月の延長要

請を受け、2007 年２月までの協力を実施中である。本プロジェクトは、CCB 事業にかかる業

務改善及び行政官の能力開発を通じて、CCB 事業における透明性・効率性の高い行政サービス

の運営が行われることを目標としている。 

今般プロジェクトの終了を控え、プロジェクト開始時からの各活動実績を整理し、プロジェ

クト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づいて成果の達成状況を確認・評価し、プロジェ

クト終了までの活動計画に関する提言や得られた教訓を取りまとめることを目的として、本終

了時評価が実施された 1。 

 

１－２ 調査日程、スケジュール、団員構成 

（１）調査日程 

本調査は、平成 19 年１月 14 日（日）～１月 27 日（土）（14 日間）に行われた。 

 

（２）スケジュール 

月 日 工 程 内 容 

1 月 14 日 日 ラホール着 

1 月 15 日 月 

1 月 16 日 火 

調査団内協議、プロジェクト関係者（JICA 専門家）との協議 

 

1 月 17 日 水 プロジェクト関係者（JICA 専門家）との協議 

パンジャブ州政府地方政府・地域開発局との協議 

・評価枠組み・手法についての説明 

・質問票に基づくインタビュー調査 

・M/M 案についての協議 

1 月 18 日 木 ハフィサバード県政府（District Nazim、DCO）との協議 

・評価枠組み・手法についての説明 

・質問票に基づくインタビュー調査 

CCB サポートセンター訪問、スタッフへのインタビュー調査（センタ

ーの活動の確認） 

1 月 19 日 金 資料整理 

1 月 20 日 土 CCB 活動視察、CCB メンバーへのインタビュー調査 

                             
1 本来、終了時評価は、プロジェクト終了６カ月前に実施するものである。本件については、諸事情より、プロジェクト終了１カ月

前の実施となった。 
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1 月 21 日 日 資料整理 

1 月 22 日 月 プロジェクト関係者（JICA 専門家）との協議、報告書作成 

1 月 23 日 火 プロジェクト関係者（JICA 専門家）との協議、団内協議、報告書作成

1 月 24 日 水 団内協議、報告書作成 

1 月 25 日 木 パンジャブ州政府地方政府・地域開発局及びハフィサバード県政府との協議

ミニッツ署名 

1 月 26 日 金 イスラマバードへ移動 

JICA イスラマバード事務所への報告 

EAD への報告 

在パキスタン日本大使館への報告 

1 月 27 日 土 イスラマバード発 

 

（３）団員構成 

氏  名 担当分野 所   属 

貝原 孝雄 総 括 JICA パキスタン事務所 所長 

石塚 賢司 評価管理 JICA パキスタン事務所 所員 

齋川 純子 評価分析 ㈱コーエイ総合研究所コンサルティング第二部 主任研究員 

 

１－３ 評価手法 

本終了時評価調査では、JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）に沿い、本プロジェクトの

PDM における投入と活動によるアウトプットの達成状況、その成果によるプロジェクト目標の

達成見込みにつき、当初の計画に対する実績比較し、検討を行った。そのうえで、以下の評価

５項目の観点からの評価を行った。 

（１）妥当性 

相手国政府の開発政策やニーズ等と、プロジェクト目標や上位目標が一致しているか、

日本の援助政策と整合性がとれているか。 

（２）有効性 

プロジェクト目標はどの程度達成されているか、アウトプットとの関係はどうなって

いるか。 

（３）効率性 

いかに投入がアウトプット達成のために効率的に行われたか。 

（４）インパクト 

上位目標は達成される見込みか、プロジェクトの実施によって、意図していなかった

正負の影響はあったか。 

（５）自立発展性 

プロジェクト終了後に、その効果がどの程度維持され、拡大されていくのか。 

上記の（１）～（５）の評価項目につき、評価小項目、情報源を列記したプロジェクト評価

グリッドを作成した。既存のプロジェクト報告書・関連資料のレビュー、質問票に基づくプロ

ジェクト関係者（JICA 専門家、パキスタン側 C/P、プロジェクトスタッフ、CCBs 等）へのイ

ンタビュー調査結果等を、情報源として、評価作業を行った（評価グリッドについては、添付

資料１を参照）。 

この評価結果を踏まえ、プロジェクト終了に向け、また、終了後の持続的な発展についての
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方針につき、提言事項をまとめた。 

 

１－４ 主要面談者 

＜パンジャブ州政府：Government of the Punjab＞ 

Mr. Akhlaq Ahmad Tarrar Secretary LG & RD（地方政府・地域開発局） 

Mr. Hamid Ali Khan Special Secretary LG & RD（地方政府・地域開発局）

Mr. Javid Lattif Additional Secretary LG & RD（地方政府・地域開発局）

 

＜ハフィサバード県政府：Hafizabad District＞ 

Mr. Mubashar Abbas Bhatti District Nazim 

Mr. Syed Iftikhar Hussain Shah District Coordination Officer 
Mr. Rana Muhammad Ameen EDO-CD 

 

＜CCB サポートセンター＞ 

Mr. Imran Moin Assistant Project Coordinator 
Mr. Rashid Rehmat Database Administrator 
Ms. Kulsoom Akhtar Senior Trainer 
Mr. Rai Mazhar-ul-Haq CCB Coordinator 
Ms. Amber Shehzadi CCB Coordinator 
 

＜CCB＞ 

CCB 代表者 Noon CCB 

CCB 代表者 Rahmani CCB 

 

＜財務省経済局：Economic Affairs Division, Ministry of Finance＞ 

Mr. Mazhar Iqbal Section Officer 
 

＜JICA プロジェクト関係者＞ 

寺田 美紀 長期専門家（地域開発／業務調整） 

板垣 啓子 短期専門家（地域開発／ジェンダー） 

川北 博史 運営指導調査団／JICA 国際協力専門員 

 

＜JICA・大使館関係者＞ 

志村 和信 在パキスタン日本大使館 経済班 一等書記官

清水 勉 JICA パキスタン事務所 次長 
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第２章 プロジェクトの活動実績 
 

２－１ 投入実績 

２－１－１ 日本側投入 

（１）専門家派遣 

１）長期専門家 

延べ３名の長期専門家が、地方行政（１名）、地域開発／業務調整農業研修（２名）

の分野で派遣された。 

２）短期専門家 

３名の短期専門家が、地域開発（１名）、貧困削減（１名）、地域開発／ジェンダー（１

名）の分野で派遣された。 

３）運営指導調査団 

運営指導調査団が４回派遣された。 

 

（２）機材供与 

デスクトップコンピューター４台、レーザープリンター４台が供与されている。これ

らの状態は良好で、プロジェクト活動に活用されている。 

 

（３）本邦研修 

５名のカウンターパートが「地方行政・地域開発比較」についての短期研修（10 日程

度）に参加した。 

 

（４）現地業務費 

プロジェクト終了の 2007 年２月迄に、31.66 百万ルピーを負担する予定である。 

 

２－１－２ パキスタン側投入 

（１）カウンターパートの配置 

パンジャブ州政府からは地方政府・地域開発局の Secretary と Additional Secretary が、

ハフィサバード県政府からは、District Nazim、Development Coordination Officer （DCO）、

Executive District Officer-Community Development（EDO-CD）が、カウンターパートと

して配置された。 

 

（２）事務所・施設の提供 

ハフィサバード県にある CCB サポートセンターを含む事務所スペースが提供された。 

 

２－２ 活動の実施状況 

本プロジェクトでは、以下の成果を達成するために、さまざまな活動が実施されてきた。 

成果１：CCB 事業に関する地域コミュニティー及び地域住民のニーズや問題点を地方政府が把

握する。 

成果２：（地方政府の組織分析調査により）CCB 事業に関する地方政府の行政（運営）上の改
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善点を地方政府が把握する。 

成果３：モデルディストリクト政府によってプロジェクトサイクルのコンセプトを活用した CCB 事

業改善計画が策定され、適用される。 

成果４：モデルディストリクトにおいて、地方政府幹部、職員、及び議員がプロジェクト活動

を行ううえで必要な技術及び知識を習得する。 

 

２－２－１ 成果１に向けての活動 

（１）地域概況調査（2004 年 12 月～2005 年３月） 

全 42 ユニオンを対象に実施され、ユニオンプロファイルが作成された。同プロファ

イルを含む調査結果については、PCC（2005 年３月）において発表された。 

 

（２）コミュニティー調査（2005 年４月～８月） 

10 ユニオン（20 村落）につき、参加型調査手法による調査が実施された。住民のニ

ーズや問題点など、本調査で得られた情報については、CCB 改善計画（CIP）の実施に

あたり活用された。 

 

（３）ユニオン情報シート作成（2006 年５月～６月） 

ユニオンプロファイルに基づき、ユニオン情報シートの作成がなされた（全 42 ユニ

オン）。これらのシートは全ユニオンに送付され、11 ユニオンについては、ワークショ

ップが開催された。 

 

２－２－２ 成果２に向けての活動 

2004 年 11月から 2005 年３月にかけて、地方政府の組織分析調査が実施された。同調査では、

政策・法律・規則等の制度分析と、組織構造・意思決定プロセス・運営管理システム・人的資

源管理・地方政府の文化等の組織分析がカバーされた。調査結果は、PCC（2005 年３月）にお

いて発表されるとともに、県政府及びテフシール（Tehsil）政府の行政官向けのワークショッ

プが開催され（2005 年５月）、そこで情報の共有がなされた。 

 

２－２－３ 成果３に向けての活動 

（１）CCB 改善計画（Ⅰ）（CIP）策定（2005 年５月～12 月） 

委託のローカルコンサルタントが、地域概況調査、コミュニティー調査、組織分析調

査の結果を参考にし、追加的調査を行い、CIP 案を作成した。県政府行政官との協議を

経て、CIP が策定され、2005 年 12 月の PMU において承認された。 

 

（２）CIP（Ⅰ）実施体制づくり 

CIP 実施に向けた体制づくりとして以下が行われた。 

・シニアトレーナー及び CCB コーディネーターの雇用（2005 年９月～10 月） 

・CCB コーディネーターの訓練（2005 年 10 月、12 月） 

・CCB サポートセンター（CSC）の開所（2005 年 12 月） 

・CCB 情報掲示板の設置（2005 年 10 月） 
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・CCB 情報キットの作成（2005 年 12 月、2006 年８～９月） 

 

（３）CIP（Ⅰ）実施・モニタリング（15 パイロットユニオン対象） 

・CCB コーディネーターによるフィールドファシリテーションの実施（2005 年 11

月～） 

・CCB 登録データベース稼動（2006 年１月）（全 42 ユニオン対象） 

・シニアトレーナー・CCB コーディネーターによる活動記録に対するモニタリング

実施 

・パンジャブ州政府、ハフィサバード県政府行政官との協議・ワークショップの実

施 

・CCB モニタリング委員会（県レベル）の設立・委員の選出（2006 年２月～３月）

（全 42 ユニオン対象） 

・第１回プロジェクト検討委員会（PEC）が開催（2006 年６月）、14 のプロポーザ

ルが承認 

 

（４）CIP（Ⅱ）への改訂・実施（全 42 ユニオン対象） 

・CIP（Ⅰ）の実施を踏まえての改訂（CIP（Ⅱ））（2006 年８月）：対象を 15 パイロ

ットユニオンから全 42 ユニオンへ、ファシリテーションの方法変更（訪問型から

CFS での相談受付へ）、登録・承認スケジュールの見直し、PEC の役割・位置づ

けの変更 

・８カ所の CCB ファシリテーションステーション（CFS）を設置（2006 年 10 月） 

 

２－２－４ 成果４に向けての活動 

プロジェクト関連情報の共有、プロジェクト活動を行ううえで必要な技術・知識の習得を目

的として、州政府行政官、地方政府行政官、CCB メンバー等向けに、多数のワークショップ、

セミナーが開催された（詳細については、添付資料２評価レポート Annex１参照）。 

 

２－３ 実施プロセス 

（１）プロジェクト実施・モニタリング体制 

これまでに、プロジェクト調整委員会（PCC）の会合は６回、プロジェクト管理ユニ

ット（PMU）の会合は５回開催されている。これらの定期的な会合を通じて、プロジェ

クト関係者間で、活動の進捗につき、確認・情報の共有が行われている（各会合の参加

者、議題については添付資料２評価レポート Annex２参照）。このように、これらの会

合はプロジェクト実施におけるモニタリング機能を有している。また、必要に応じて、

関係者間の協議も適宜行われていることから、本プロジェクトの実施・モニタリング体

制は十分整備され、機能していると言える。 

 

（２）コミュニケーション・情報共有 

本プロジェクトにフルタイムで関わるパキスタン側カウンターパートはなく、カウン

ターパートの全員が本来業務の一部として本プロジェクトに関わっている。しかしなが
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ら、上述の頻繁な会合・協議を行ったことから、日本人専門家とのコミュニケーション、

情報共有は十分であったと言える。 

また、双方の十分なインターアクションを通じて、パキスタン側カウンターパートの

本プロジェクトへの理解、コミットメントも十分に確保されていたと言える。 
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第３章 評価５項目による評価 
 

３－１ 妥当性 

（１）パキスタン側開発政策との整合性 

パキスタン政府 10 カ年開発計画（Ten Year Perspective Development Plan）（2001～2011

年）は地方分権化政策への取り組みを掲げている。また、地方行政計画（Local Government 
Plan）（2000 年）では、地域社会開発への住民参加を促進するため、村落レベルの組織

としての CCB の設置が言及されている。 

また、パンジャブ州政府は、2001 年に地方行政法令（Punjab Local Government Ordinance, 
2001）、2003 年に地方行政規則（Punjab Local Government Rules, 2003）を制定してお

り、そこでは、CCB の構成、機能等が規定されている。 

よって、パンジャブ州のモデル県（ハフィサバード県）において、CCB 事業がより効

果的・効率的に行われることを目標とし、地方行政能力の向上に関連する活動を行う本

プロジェクトは、パキスタン側の政策の主旨と整合している。 

 

（２）日本側の ODA 政策との整合性 

対パキスタン国別援助計画（2005 年２月）、JICA 国別事業実施計画（2006 年７月）

において、「ガバナンス」は分野横断的イシューとして位置づけられ、地方分権の進捗

や行政能力向上への留意があげられている。よって、本プロジェクトは、日本の ODA
政策とも整合していると言える 2。 

 

（３）対象の選定の妥当性 

パキスタン及びパンジャブ州の中でも農村地域の平均的な特徴を有していること（県

のサイズ、人口、社会経済指数、人間開発指数等）、関係機関が立地するイスラマバー

ド及びラホールからのアクセスが良いこと、District Nazim（県知事）と DCO（県行政

官トップ）との関係が良好で政治的に安定していることなどを考慮して、本プロジェク

トのモデル県としてハフィサバード県が選定されており、妥当な選定であったと言える 3。 

CCB 改善計画（Ⅰ）の運用として、15 のモデルユニオンが選定された。これらのユ

ニオンは、本プロジェクトで実施された地域社会経済調査結果に基づき、社会経済的に

比較的貧しいこと、ユニオン行政官とコミュニティーとの関係が比較的協力的であるこ

と、何らかの自助的活動が見られること、CCB 活動を通じてのコミュニティー開発への

期待があることなどを基準として、選定されていることから、CCB 活動に対するニーズ

は高いユニオンであると言える 4。 

 

                             
2 2005 年 10 月にパキスタンで発生した地震により、震災復興関連への支援の優先度が高まり、本件の優先度が相対的に下がったことは

否定できない。 
3 選定時には考慮されていなかったが、同県は、在地権力（landed elites）の支配がかなり強い地域である。 
4 うち、５ユニオンについては、ハフィサバード県政府の選定による。 
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３－２ 有効性 

３－２－１ 成果の達成状況 

（１）成果１：CCB 事業に関する地域コミュニティー及び地域住民のニーズや問題点を地方

政府が把握する 

地域社会調査（地域概況調査、コミュニティー調査）の結果及びユニオン情報シート

等の情報については、PCC やワークショップの場を通じて、地方政府幹部・職員への共

有がなされている。これらの情報の共有により、彼らは地域コミュニティー及び住民の

ニーズや問題についての理解を深めており、これら調査を実施するアプローチは妥当で

あったと言える。 

 

（２）成果２：（地方政府の組織分析調査により）CCB 事業に関する地方政府の行政（運営）

上の改善点を地方政府が把握する 

組織分析調査の結果は、PCC（2005 年３月）において発表されるとともに、県政府及

びテフシール（Tehsil）政府の幹部・職員向けのワークショップが開催され（2005 年５

月）、そこでの情報の共有がなされた。同ワークショップの参加者に対して実施された

理解度テストの結果によれば（ワークショップ参加前後での比較）、規定・規則、CCB、

管理、計画のすべての分野において、参加者の理解／知識に大きな改善が見られた。こ

のことからも、地方政府がその行政上の改善点を把握しやすくなったことから、同調査

の有効性があったと言える。 

 

（３）成果３：モデルディストリクト政府によってプロジェクトサイクルのコンセプトを活

用した CCB 事業改善計画が策定され、適用される 

CIP（Ⅰ）の策定（2005 年 12 月）、運用がなされた。その後、CIP（Ⅰ）の実施をモ

ニタリングした結果、修正版としての CIP（Ⅱ）が策定された（2006 年８月）。このよ

うに、プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）の考えは、CIP（Ⅱ）への改訂

プロセスに組み込まれていることから、成果３の活動についても十分な有効性があった

と考える。 

 

（４）成果４：モデルディストリクトにおいて、地方政府幹部、職員、及び議員がプロジェ

クト活動を行ううえで必要な技術及び知識を習得する 

本プロジェクトは、PCM、地方行政法、CCB 規則、CCB ファシリテーション、コン

ピュータースキル等について、多数のワークショップ、セミナーを開催している。これ

らのワークショップ、セミナーを通じて、本プロジェクトの関係者（州政府／地方政府

幹部・職員、プロジェクトスタッフ、CCB メンバー等）は、プロジェクト実施に必要と

なる知識・技術等を習得したと考えられることから、活動の有効性はあったと言える。

ただし、これらの知識・技術を定着させるためには、今後も継続的なインプットを行う

必要がある。 

 

３－２－２ プロジェクト目標の達成状況 

2005 年 12 月の CSC 開設以降、2006 年 12 月末迄に、100 の CCB の登録が完了し、53 のプロ
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ポーザルが作成され、うち 13 のプロポーザルが県議会からの承認を受け、12 のプロジェクト

が完了している（登録された CCB のプロファイルについては、添付資料 2 評価レポート Annex
３参照）。このペースは、下表のとおり、本プロジェクト開始前のハフィサバード県、パンジ

ャブ州の平均的な状況と比べても、格段に速いことから、「ハフィサバード地方政府において

CCB 事業がより適切に行われる」というプロジェクト目標は達成されたと言える。また、いく

つかの CCB との面談から、「本プロジェクトの活動・支援により、CCB 事業に関連する知識／

技術を得ることができた、地方政府とのコミュニケーションがスムーズになった、CCB 活動（登

録、プロポーザル作成、プロジェクト実施）が進展した」という意見も聞かれたことから、CCB
事業がより効果的・効率的に実施されていることがうかがえる。 

 

 CCB 平均登録数 

（組織数、県別） 

（A） 

平均完了プロジェク

ト数（案件数、県別）

（B） 

（B）/（A）％ 

2006 年 12 月末迄（約４年間） 

パンジャブ州 320.7 16.2 5.0 

NWFP 281.8 21.7 7.7 

シンド州 118.3 24.5 20.7 

バロチスタン州 33.5 0.3 0.9 

平 均 197.2 15.2 7.7 

合 計 21,294 1,642 7.7 

2005 年 12 月～2006 年 12 月（約１年間） 

本プロジェクト CSC 100 12.0 12.0 

 

ただし、CCB 事業の効率的・効果的な実施のための、地方政府のパフォーマンスの改善とい

う点については留意しなければならない。本プロジェクトの実施を通じて、CCB 事業における、

地方政府のパフォーマンスは改善されたと言えるが、これは、本プロジェクトにより新たに導

入された、CCB サポートセンター、CCB コーディネーターの機能・サービスにより、下支え

されていたものである。よって、これらの機能・サービスが継続しない場合、CCB 事業に係る

地方政府の現在におけるパフォーマンスレベルが維持できるかは疑問である。 

 

３－３ 効率性 

３－３－１ 投入の効率性 

（１）日本側の投入 

１）専門家 

長期専門家３名（地方行政１名、地域開発／業務調整２名）については、その専門分

野、能力を考慮して、おおむね適切に派遣がなされた。連邦レベルでの政策動向、他ド

ナーとの協調に対応するべく、追加的な専門家が派遣されていれば、本プロジェクトを

より効率的、効果的に実施できたとも考えられる。 

短期専門家３名（地域開発、貧困削減、地域開発／ジェンダー）、運営指導調査団（４

回）についても、メンバーの専門分野、能力を考慮して、おおむね適切な派遣がなされ

た。ただし、専門家、指導調査団メンバーの他業務との兼ね合いから、本プロジェクト
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の活動進捗に対して、必ずしも派遣のタイミングが最善ではなかったケースもあった 5。 

２）本邦研修 

「地方行政・地域開発比較」の短期研修に、カウンターパートの５名が派遣された。

これらの研修を通じて、カウンターパートは本プロジェクトへの理解を深めたと言える。

同研修にて得られた知識・技術は、ワークショップでの発表を通じて、他の職員へもフ

ィードバックされるとともに、CIP の策定・実施の中にも組み込まれている 6。 

３）機 材 

投入された資機材は、プロジェクト活動のために十分活用されている。 

４）現地業務費 

プロジェクト開始当初に、業務費の投入が２カ月程遅延し、プロジェクト活動実施に

影響を与えた。この点を除き、現地業務費は、プロジェクト活動のために十分に活用さ

れている。 

５）現地スタッフ 

本プロジェクトでは、CCB・住民と地方政府との間で仲介的な役割を担うことを期待

し、CCB コーディネーターとそれを監理するシニアトレーナーが、日本側の現地業務費

により雇用されている。これらのスタッフは、住民のファシリテーション、CCB 事業の

実施支援・モニタリング等、CIP の実施において、大きな貢献をしている。 

 

（２）パキスタン側の投入 

１）カウンターパートの配置 

パキスタン側カウンターパートの全員が、本プロジェクトは、本来業務の一部として

のみ関わっている。よって、本プロジェクトを配慮しての、人事異動がされるわけでも

なく、例えば、EDO-CD はプロジェクト期間中に３名が交代するなど、プロジェクト実

施においての効率性が損なわれた。また、EDC-CD の下で、CIP 実施に関わっている

DO-SW についても、本来業務の一環としての関わりであり、人員的には十分とは言え

なかった。 

 

３－３－２ 活動の効率性 

（１）成果１に向けての活動 

開始が３カ月程度遅れたものの、地域概況調査、コミュニティー調査は、計画の内容

どおり実施された。調査結果についても、関係者間で適切な形で情報の共有がなされた。 

 

（２）成果２に向けての活動 

計画の内容どおり、組織分析調査が実施された。調査結果についても、関係者間で適

切な形で情報の共有がなされた。 

 

                             
5 ３名が大学教授であることから、派遣の時期が限定されてしまった。しかし、同教授の専門分野を考慮すると、代替要員の確保は

困難であり、時期的な限定は致し方がないことではあった。 
6 本邦研修にて得られた日本の NPO についての知識が、PEC（プロジェクト検討委員会）のアイデアへとつながった。 
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（３）成果３に向けての活動 

計画どおり、CIP（Ⅰ）の策定（2005 年 12 月）、運用がなされた。CIP（Ⅰ）の運用

をモニタリングした結果、修正版としての CIP（Ⅱ）が当初のプロジェクト終了時期に

策定され（2006 年８月）、プロジェクト期間延長後に実施が開始されている。よって、

成果３を達成するための活動としては、量・質的にも十分であったと考える。ただし、

CIP の実施過程で認識された問題のすべてに対して解決策がとられたわけではない。 

 

（４）成果４に向けての活動 

本プロジェクトの関係者（州政府幹部・職員、地方政府議員・幹部･職員、CCB メン

バー、他ドナー、NGO 等）向けに多数のワークショップ、セミナーが実施されており、

これらの関係者が本プロジェクト実施に必要となる知識・技術等を得るには、限られた

プロジェクト期間においては、十分な量であったと考える。また、いくつかのワークシ

ョップ、セミナーに対しては、参加者または講師が高い評価をしており、質的にも十分

であったと言える（添付資料２評価レポート Annex１参照）。 

 

３－４ インパクト 

本プロジェクトでは、CIP の策定、実施を通じて、CCB 事業サイクルマネジメントモデルが

ある程度形成された。今後、このモデルが確立し、発展するか否かは、政策支援、制度的アレ

ンジメント、財政的支援についての、今後の方向性に大きく左右される。よって、プロジェク

ト終了間近の現時点においても、本プロジェクトの上位目標が今後２～３年以内に達成するか

否かを判断するのは難しい。 

県政府において本プロジェクトの成果である CCB 事業サイクルマネジメントモデルを採用

することは予算的な制限により難しいとみられる。他方で、プロジェクト後も県政府による

CCB 制度運用を地域住民がモニタリングし続けることができれば、達成の可能性はあるものと

考える。 

また、プロジェクトが行った CCB 事業の実施促進により、特に地域住民が自分の地域の開

発について考える機会が増えたため、CCB を設立して地域開発に取り組む住民が増えたことが

特筆できる。 

 

３－５ 自立発展性 

（１）政策支援 

「パンジャブ州地方行政法令（2001 年）」は「法的枠組み命令」により保証されてい

るため、地方分権化、CCB 事業に対するパンジャブ州政府からの政策支援は今後も継続

することが大きく見込める 7。 

 

（２）パキスタン側の能力 

いくつかの CCB では、CCB 事業に関連する知識／技術の習得など、能力の向上が見

られたが、本プロジェクトでカバーされた CCB の数は限られたものである。よって、

CCB コーディネーターによるサービスを継続すべきであると、いくつかの CCB が希望

                             
7 2007 年後半から 2008 年前半に予定されている総選挙が CCB 事業の行方に影響を与えるであろうことは若干留意すべきである。 
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していたように、CCB 事業促進のためには、CCB やコミュニティーグループに対する

継続的支援が今後も必要である。 

一方、CCB 事業実施に係る地方政府幹部・職員の能力についても、本プロジェクトに

よる向上がなされた。ただし、これらの能力は、主に、CCB 事業の手続き・管理に関連

するものである。また、本プロジェクトにおいて、CCB やコミュニティーグループへの

ファシリテーション、CCB 事業実施支援は CCB コーディネーターが担ってきたため、

これに関する、地方政府幹部・職員の能力はいまだ不十分である。この CCB・コミュニ

ティーグループへのファシリテーション及びサービスの提供という機能が、どのような

形であれ、今後も確保されるならば、地方政府が CCB 事業を効率的・効果的に実施し

続けることは十分に可能である。 

 

（３）制度・組織的アレンジメント 

本プロジェクトは、CCB 事業の手続き・管理機能の強化のために CCB サポートセン

ターを設置し、また、フィールドレベルのファシリテーション及びサービス提供機能を

担うために CCB コーディネーターを導入するなど、CCB 事業サイクルマネジメントモ

デルを提示してきた。このモデルをどのように制度化していくのか、それに対する予算

措置をどのように行うのかについては、関係者間での議論が積極的に進められているが、

結論には至っていない。このアレンジメントがなされれば、本プロジェクトによる効果

が今後も持続していくことが十分に期待できる。 

地方政府によるアレンジメントがなされない場合、地域住民側でモデルを活用して

CCB 制度運営をモニタリングするなどの活動が行われれば、本プロジェクトの自立発展

性は部分的に保たれるものと考える。 
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第４章 結論・提言事項 
 

４－１ 結 論 

2004 年８月の開始以降、本プロジェクトは、CCB 改善事業（CIP）の策定・実施を通じて、

CCB 事業サイクルマネジメントのモデルを提示してきた。この過程で、調査の実施、トレーニ

ングの実施、ワークショップ、セミナーの開催など、さまざまな活動を行ってきた。その結果、

当初計画されていたプロジェクトの成果、及び目標ともに、十分に達成されることとなった。 

本プロジェクトがその期間内にその成果及び目標を達成したことについては、パキスタン側

の関係者（州政府及び県政府幹部・職員）も高く評価している。しかし、CCB 事業の実施・モ

ニタリングの経験をさらに蓄積し、本プロジェクトにより提示されたモデルを確立・発展させ

ていくためには、さらなる時間が必要である。また、本プロジェクトの効果を持続させるため、

プロジェクト完了後にどのようなアレンジメントをすべきかについて、パキスタン・日本国側

双方が検討した結果、結論を出すには、プロジェクト期間は十分とはいえず、今しばらくの時

間が必要である。 

 

４－２ 提 言 

パキスタン・日本国側双方のプロジェクト関係者が、 

１）CCB サポートセンターが担ってきた機能・サービス、 

２）CCB コーディネーターが担ってきた、CCB・コミュニティーグループに対するファシ

リテーション・支援の機能・サービス、 

３）CCB 改善計画（CIP）（II）の実施・モニタリングを、 

 

プロジェクト終了後もある一定期間継続させるため、フォローアップなどの行動を起こすこ

とを提言する。 

また、同関係者は、プロジェクト終了後の制度・組織的なアレンジメントにつき、検討をさ

らに進める一方、可能な予算措置の選択肢（CCB 予算の活用、県政府予算の活用、JICA フォ

ローアップスキームの適用、他ドナーからの支援等）につき、継続的に検討を行うべきである。 
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１．評価グリッド 
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評価グリッド 

 

プロジェクトの実績 
要 約 指 標 結 果 

＜上位目標＞ 
CCB 事業改善の経験を

活用し、CCB 事業サイク

ルマネジメントモデルが

確立する。 
 

 
1.事業サイクル（計画・実

施・評価）に沿った形の業

務実施手順が適用された

CCB 活動の数 
2.上記 CCB 事業の実施を通

じた行政職員の能力向上 

 

＜プロジェクト目標＞ 
ハフィサバードの地方政

府において CCB 事業が

より適切に行われる。 

 
1.CCB 事業の実施件数の増

加率（プロジェクト実施前

後） 
2.（地域社会経済調査によっ

て明らかになる）地域住民

ニーズが高い開発課題が、

地方政府によって策定され

る CCB 事業改善計画（CIP）
の中で優先課題として取り

上げられる。 

 
ハフィサバード県における CCB 事業の実績 

月 
CSC 相談 

受付数 
CCB 登録 

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ案 

完成 
資金準備完了 銀行口座開設

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ承認

（PEC） 

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ承認

（県議会） 

12 月 107 0 0 0 0   

1 月 131 12 0 0 0   

2 月 113 15 0 0 0   

3 月 359 24 5 11 3   

4 月 370 20 21 21 21   

5 月 360 8 15 10 11   

6 月 342 3 1 6 1 14  

7 月 162 4 10 1 8 0 13 

8 月 164 2 0 0 2 0 0 

9 月 171 0 0 0 0 0 0 

10 月 57 2 0 0 0 0 0 

11 月 111 8 1 2 0 0 0 

12 月 75 2 2 0 0 0 0 

合計 2,406  100 53 51 46 14 13  
＜成果＞   
1.CCB 事業に関する地域

コミュニティ及び地域住

民のニーズや問題点を地

方政府が把握する。 
 

1-1.地域ｺﾐｭﾆﾃｨ・住民のﾆｰ

ｽﾞ・問題点への地方行政官

の理解度（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ前後比

較） 
1-2.CCB 事業及び活動状況

についてのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施 
1-3.CCB 事業及び活動に関

1)地域概況調査（2004 年 12 月～2005 年 3 月） 
委託ローカルコンサルタント（Rural Development Policy Institute）。全 42 ユニオンを対象に実施され、ユニオンプロファイル

が作成。調査結果については、PCC（2005 年 3 月）で発表。 
2)コミュニティー調査（2005 年 4 月～8 月） 
10 ユニオン（20 村落）につき、参加型調査手法による調査を実施。 
3)ユニオン情報シート作成（2006 年 5 月～6 月） 
ユニオンプロファイルに基づき、ユニオン情報シートを作成（全 42 ユニオン）。全ユニオンに送付、11 ユニオンについては、



 

 

する地域社会経済調査の実

施 
1-4.CCB 事業及び活動のﾓﾆﾀ

ﾘﾝｸﾞ・地域社会経済調査の

結果に対する分析の実施 

ワークショップを開催。 
 

2．（地方政府の組織分析

調査により）CCB 事業に

関する地方政府の行政

（運営）上の改善点を地

方政府が把握する。 
 

2-1.地方政府の組織構造及

び階層の分析の実施。 
2-2.地方政府の CCB 事業運

営に関する情報の伝達・共

有及び意思決定ﾒｶﾆｽﾞﾑの分

析 
2-3.地方政府の CCB 事業運

営に関する規則及び責任者

の権限の調査・分析 
2-4.地方政府幹部の行政（運

営）上の改善点に関する認

識度 

地方政府組織分析調査（2004 年 11 月～2005 年 3 月） 
委託ローカルコンサルタント（GHK Pakistan）。政策・法律・規則等の制度分析と、組織構造・意思決定プロセス・運営管理

システム・人的資源管理・地方政府の文化等の組織分析をカバー。調査結果は、PCC（2005 年 3 月）及びワークショップで

情報共有。 
 

3.モデルディストリクト

政府によってプロジェク

トサイクルのコンセプト

を活用した CCB 事業改

善計画が策定され、適用

される。 
 

3-1.CCB 事業改善に関わる

ﾒﾝﾊﾞｰの選出、役割の設定 
3-2.CCB 事業改善の目的の

明確化、ﾁｰﾑ内での共有化 
3-3.CCB 事業改善計画の達

成目標及びその指標の設定

3-4.CCB 事業改善の作業工

程の作成 
3-5.CCB 事業改善の施行、

進捗管理 
3-6.CCB 事業改善活動のモ

ニタリング 
3-7.CCB 事業改善計画の修

正 
3-8.CCB 事業改善計画の達

成目標及び指標に関しての

評価 
3-9.事例研究及び評価報告

書の作成、及びその有用性

3-10.達成目標・指標の達成

状況（CCB 事業改善計画前

後の比較） 

1）CCB 改善計画（I）（CIP）策定（2005 年 5 月～12 月） 
2005 年 8 月委託ローカルコンサルタント（Cowater）が CCB 改善計画（CIP）案提出 
県政府行政官との協議を経て、CIP が策定、2005 年 12 月の PMU にて承認 
2）CIP（I）実施体制づくり 
2005 年 9 月～10 月シニアトレーナー及び CCB コーディネーター雇用 
2005 年 10 月、12 月 CCB コーディネーターの訓練 
2005 年 12 月 CCB サポートセンター（CSC）の開所 
2005 年 10 月 CCB 情報掲示板の設置 
2005 年 12 月、2006 年 8～9 月 CCB 情報キットの作成 
3）CIP（I）実施・モニタリング（15 パイロットユニオン対象） 
2005 年 11 月～CCB コーディネーターによるフィールドファシリテーションの実施 
2006 年 1 月 CCB 登録データベース稼動（全 42 ユニオン対象） 
シニアトレーナー・CCB コーディネーターによる活動記録に対するモニタリング実施 
パンジャブ州政府、ハフィサバード県政府行政官との協議・ワークショップの実施 
2006 年 2 月～3 月 CCB モニタリング委員会（県レベル）の設立・委員の選出（全 42 ユニオン対象） 
2006 年 6 月第 1 回プロジェクト検討委員会（PEC）が開催、14 のプロポーザルが承認 
4）CIP（Ⅱ）への改訂・実施（全 42 ユニオン対象） 
2006 年 8 月 CIP（Ⅰ）の実施を踏まえての改訂（CIP（Ⅱ））：対象を 15 パイロットユニオンから全 42 ユニオンへ、ファシ

リテーションの方法変更（訪問型から CFS での相談受付へ）、登録・承認スケジュールの見直し、PEC の役割・位置づけの

変更 
2006 年 10 月 8 カ所の CCB ファシリテーションステーション（CFS）を設置 
 



 

 

4.モデルディストリクト

において、地方政府幹部、

職員、及び議員がプロジ

ェクト活動を行ううえで

必要な技術及び知識を習

得する。 

4-1.地方政府幹部、職員、議

員に対するトレーニング、

ワークショップの実施（題

目、実施回数、参加者数（対

象者の 70%以上の参加）） 
4-2.トレーニング、ワークシ

ョップに対するモニタリン

グ実施、同内容の修正 
4-3.同トレーニング、ワーク

ショップ参加者の理解度 
4-4.プロジェクト主要関係

者への日本の事例の啓発実

施 
 

2004 年 9 月 「地域社会開発・地方政府」セミナー：州政府・地方政府幹部・職員、他ドナー、NGO 向け 
2005 年 1 月 PCM ワークショップ 
第 1 回：ハフィサバード県からナジム、DCO 等 15 名参加、アンケートによれば、重要項目への理解は達成された。 
第 2 回：州政府地方政府・地域開発局、県政府から 32 名参加、聞き取りによれば、ほぼ必要事項は理解されていた。 
2005 年 2 月 組織能力強化ワークショップ：地方政府（県・テフシール）幹部・職員向け 
2005 年 5 月 組織分析調査結果シェアリングワークショップ：地方政府（県・テフシール）幹部・職員向け 
2005 年 8 月 ワークショップ「PLGO、CCB 規則・ガイドライン」：地方政府（県・テフシール）幹部・職員向け 
2005 年 10 月、11 月 セミナー「CCB Awareness」：地方政府（県・テフシール）幹部・職員向け 
2005 年 12 月 セミナー「CCB と持続可能な開発」：地方政府（県・テフシール）幹部・職員、NGO 向け 
2006 年 2 月 問題分析ワークショップ（第 1 回）：DO-SW、CCB コーディネーター、PCM 基本概念、問題分析の方法論 
2006 年 3 月 問題分析ワークショップ（第 2 回）：DO-SW、CCB コーディネーター、問題分析演習 
2006 年 3 月 DO-SW スタッフ向け、CCB 登録データベース研修 
2006 年 5 月 ユニオン議員、ユニオンセクレタリー向け CCB ワークショップ（Behlolpur Bhattian, Nahrianwala, Karhyala, 
Vanekay Tarrar）：CCB 制度コンセプト、CCB 規則、ユニオン議員との関係 
2006 年 6 月 ユニオン議員、ユニオンセクレタリー向け CCB ワークショップ（Badar Ali, Shah Jamal, Nauthain, Ramkay Chatta, 

Hafizabad City）：CCB 制度コンセプト、CCB 規則、ユニオン議員との関係 
2006 年 8 月 ユニオンナジム等向け CCB 事業に関するセミナー（修正 CIP の情宣・普及活動） 
2006 年 9 月 Community Mobilization Meeting（ハフィサバードテフシールの 25 ユニオン、ピンディーバハティアンテフシー

ルの 17 ユニオン） 
＜投入＞   

長期及び短期専門家の派遣

実績 
3 名の長期専門家、3 名の短期専門家、運営指導調査（4 回）が派遣された。 

本邦研修実績 「地方行政・地域開発についての比較研究」のコースに 5 名のカウンターパート（2005 年 2～3 月 3 名、2006 年 2 月 2 名）

が参加した。 
機材供与 R/D のとおり、デスクトップコンピューター4 台、レーザープリンター4 台が供与。 

日本側 

現地業務費 31.66 百万ルピーの支出（2007 年 2 月迄）。 
カウンターパートの配置 パンジャブ州政府から地方政府・地域開発局 Secretary、Additional Secretary、ハフィサバード県政府から District Nazim、DCO、

EDO-CD が本プロジェクト C/P として配置。 
パキスタン側 

事務所の維持管理費等 ハフィサバード県にある CCB サポートセンターを含む事務所スペースが提供。 

実施プロセス 
評価設問（大項目） 評価設問（小項目） 結果 

計画との比較 計画からの遅延、変更点は

何か。その理由は何か。 
2005 年 10 月に発生した地震の影響のため、プロジェクト活動に遅延が生じ、プロジェクト期間が 6 カ月の延長となった。 

プロジェクト実施体制は機

能しているか。機能してい

ない場合の問題は何か。 

プロジェクト実施体制 

モニタリング／評価体制は

機能しているか。機能して

いない場合の問題は何か。

PCC/PMU meeting が頻繁に開催されている。 
短期専門家（地域開発とジェンダー）による CCB コーディネーター業務のモニタリングが実施されている。 
 



 

 

 PCC/PMU meeting は定期的

に開催されているか。その

議題は何か。 

PCC 会合 
2004 年 11 月第 1 回：地域社会経済調査、地方政府組織分析調査の説明 
2005 年 3 月第 2 回：地域社会経済調査、地方政府組織分析調査の発表 
2006 年 1 月第 3 回：CIP の発表 
2006 年 5 月第 4 回：CIP 実施進捗状況についての説明 
2006 年 8 月第 5 回：CIP 実施進捗状況についての説明 
2007 年 1 月第 6 回：終了時評価、終了時セミナーについての説明 
PMU 会合 
2005 年１月第 1 回：地域社会経済調査の説明 
2005 年 2 月第 2 回：地域社会経済調査の進捗について 
2005 年 11 月第 3 回：CIP（対象ユニオンの追加）、DCO との週会、モニタリング委員会について 
2006 年 5 月第 4 回：PEC の開催、CCB コーディネーターの役割、CCB プロジェクトの手続きについて 
2006 年 6 月第 5 回：CCB 事業のスケジュール、PEC の位置づけについて 

適切なカウンターパートが

配置されたか。 
プロジェクトに対するに対

する認識は高いか。 

フルタイムで本プロジェクトに関わっている C/P はいない。 
上記の会合・協議を通じて、C/P 側の本プロジェクトへの理解、支援、コミットメントは確保。 

日本人専門家と C/P とのコ

ミュニケーションについて

日本人専門家と C/P とのｺﾐ

ｭﾆｹｰｼｮﾝはｽﾑｰｽﾞか。 
上記の会合・協議を通じて、双方のコミュニケーション、情報共有はスムーズ。 

実施への影響 プロジェクト実施過程で生

じた問題や、効果発現に影

響を与えた要因はあった

か。それは何か。 

本プロジェクトは、CCB コーディネーターとそれを監理するシニアトレーナーを雇用。これらのスタップは、CIP 実施に

従事し、CCB 事業の改善に大きく貢献した。 



 

 

評価 5 項目 
評価設問 

評価項目 
大項目 小項目 情報源 調査結果 

パキスタン国家開発政策

と整合性がとれているか。

・ 10 カ年開発計画 
・ 地方行政計画 
 

10 ヵ年開発計画（Ten Year Perspective Development Plan 2001-2011）において、地

方分権化政策への取組が明記されている。 
地方行政計画（Local Government Plan）2000 では、地域社会の開発への住民の参

加を促進するための、村落レベルの組織として、CCB を明記している。 

プロジェクト目標、上位目

標は、パキスタン国の開発

政策と整合性がとれてい

るか。 
 パンジャブ州政府の政策

と整合性がとれているか。

・ PRSP 
・ Punjab Local Government 

Ordinance, 2001 
・ Punjab Local Government 

Rules, 2003 

PRSP のパンジャブ州における戦略として、州、地方レベルにおける組織の強化

が挙げられている。パンジャブ州政府は、2001 年に地方行政法令、2003 年に地

方行政規則を制定しており、そこでは、CCB の構成、機能等が規定されている。 

対パキスタン国別援助計

画の重点課題との整合性

はあるか。 

・ 対パキスタン国別援助計

画（2005 年 2 月策定） 
日本の対パキスタン経済協力の重点課題として、「ガバナンス」は分野横断的イ

シューとして位置づけられ、地方分権の進捗や行政能力向上への留意が挙げられ

ている。 

日本の ODA 政策に整合し

ているか。 
 

JICA 国別事業実施計画と

の整合性はあるか。 
・ JICA 国別事業実施計画 「ガバナンス」は分野横断的イシューとして位置づけられている。 

投入規模、活動に対して、

対象（地域、規模）の選定

は妥当であったか。 

妥当性 

対象（地域、規模）の選定

は妥当であったか。 

対象のニーズとの整合性

がとれているか。 

・ 事前評価報告書 
・ 関係者の意見 

本プロジェクト対象地域であるハフィサバードは、パキスタン及びパンジャブ州

の中でも農村地域の平均的な特徴を有していること（県のサイズ、人口、社会経

済指数、人間開発指数等）、関係機関が立地するイスラマバード及びラホールか

らのアクセスが良いこと、District Nazim と DCO との関係が良好であること等を

考慮して、選定されており、妥当な選定だったと言える。 
15 のモデルユニオン（CIP(I)）は、社会経済的に比較的貧しいこと、ユニオン行

政官とコミュニティーとの関係が比較的協力的であること、何らかの自助的活動

の見られること、CCB 活動を通じてのコミュニティー開発への期待があること

等を基準として、選定されていることから、CCB 活動に対するニーズは高い。 
1.CCB事業に関する地域ｺﾐ

ｭﾆﾃｨ及び地域住民のﾆｰｽﾞ

や問題点を地方政府が把

握する。 

・ 実績表 
・ 関係者の意見 

地域社会調査の結果及びユニオン情報シート等の情報については、地方政府幹

部・職員への共有がなされていることから、彼らは地域コミュニティー及び住民

のニーズや問題についての理解を深めている。 
 

2．（地方政府の組織分析調

査により）CCB 事業に関す

る地方政府の行政（運営）

上の改善点を地方政府が

把握する。 

・ 実績表 
・ 関係者の意見 

組織分析調査の結果は、PCC やワークショップを通じて、県政府及びテフシール

（Tehsil）政府の幹部・職員への情報共有がなされていることから、地方政府が

その行政上の改善点を把握するという成果は達成されたと言える。 
 
 

有効性 アウトプットは達成され

ているか。 

3.ﾓﾃﾞﾙﾃﾞｨｽﾄﾘｸﾄ政府によっ

てﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲｸﾙのｺﾝｾﾌﾟﾄを

活用した CCB 事業改善計

画が策定され、適用される。

・ 実績表 
・ 関係者の意見 

プロジェクト・サイクル・マネジメントの考えは、CIP（I）の策定、実施、モニ

タリング、CIP（II）への改訂プロセスに組み込まれている。 



 

 

評価設問 
評価項目 

大項目 小項目 情報源 調査結果 

 4.モデルディストリクトに

おいて、地方政府幹部、職

員、及び議員がプロジェク

ト活動を行ううえで必要

な技術及び知識を習得す

る。 

・ 実績表 
・ 関係者の意見 

本プロジェクトにより開催された多数のワークショップ・セミナーを通じて、プ

ロジェクトの関係者は、プロジェクト実施に必要となる知識・技術等を習得した

と考えられる。  

1.CCB事業の実施件数はど

れくらい増加しているか。

・ 実績表 

2.（地域社会経済調査によ

って明らかになる）地域住

民ニーズが高い開発課題

が、地方政府によって策定

される CCB 事業実施計画

の中で優先課題として取

り上げられているか。 

・ 実績表 
・ 関係者の意見 

プロジェクト目標はどの

程度達成されているか。 
 
 

3. ハフィサバードの地方

政府において CCB 事業が

より適切に行われるよう

になったか。 

・ 関係者の意見 

ハフィサバード県による CCB 事業進捗状況（2005 年 12 月～2006 年 12 月）：

100CCB が登録完了、53 プロポーザル作成、14 プロポーザル PEC 承認済、13 プ

ロポーザル県議会の承認済、12 プロジェクトが完了。本プロジェクト開始前の

ハフィサバード県、パンジャブ州の平均的な状況と比べても、格段に速い。 
いくつかの CCB から、「本プロジェクトの活動・支援により、CCB 事業に関連

する知識／技術を得ることができた、地方政府とのコミュニケーションがスムー

ズになった、CCB 活動（登録、プロポーザル作成、プロジェクト実施）が進展

した」という意見も聞かれた。 
地域社会経済調査で得られた情報については、CIP 実施にあたり活用された。 
 
 

アウトプットはプロジェ

クト目標達成にとって適

切であったか。 

・ 関係者の意見 アウトプットはプロジェクト目標達成に貢献している。 アウトプットは、プロジェ

クト目標達成に貢献して

いるか。 
プロジェクト目標の達成

に貢献した外部要因はあ

ったか。 

・ 関係者の意見 特になし。 

 

プロジェクト目標達成を

阻害する外部要因はあっ

たか。 

 ・ 関係者の意見 特になし。 

専門家の人数、専門分野、

派遣時期・期間は適切か。

・ 実績表 
・ 関係者の意見 

専門分野、能力を考慮して、おおむね適切に派遣がなされた。 

供与資機材の種類、量、設

置時期は適切か。投入され

た資機材は有効に活用さ

れているか。 

・ 実績表 
・ 関係者の意見 

プロジェクト活動のために十分に活用されている。 

効率性 アウトプットを産出する

ために、活動・投入の質・

量・タイミングは適切であ

ったか。 
 

本邦研修の研修員の選択、

研修時期・期間、内容は適

切か。 

・ 実績表 
・ 関係者の意見 

同研修で得られた知識・技術は、他の職員にフィードバックされるとともに、CIP
にも組み込まれている。 



 

 

評価設問 
評価項目 

大項目 小項目 情報源 調査結果 

カウンターパートの人数、

配置状況、能力は適切であ

るか。 

・ 実績表 
・ 関係者の意見 

本プロジェクトにフルタイムで関わっている C/P はいない。人事異動について

も、本プロジェクトへの考慮は特になし。 

CCB 事業に関する地域コ

ミュニティー及び地域住

民のニーズや問題点を地

方政府が把握するための

活動（モニタリング、地域

社会経済調査、分析）は適

切であるか（質・量・タイ

ミング）。 

・ 実績表 
・ 関係者の意見 

開始が 3 カ月程度遅れたものの、地域概況調査、コミュニティー調査は、計画の

内容どおり実施された。調査結果についても、関係者間で適切な形で情報の共有

がなされた。 
 

（地方政府の組織分析調

査により）CCB 事業に関す

る地方政府の行政（運営）

上の改善点を地方政府が

把握するための活動（調

査・分析）は適切であるか

（質・量・タイミング）。 

・ 実績表 
・ 関係者の意見 

計画の内容どおり、組織分析調査が実施された。調査結果についても、関係者間

で適切な形で情報の共有がなされた。 
 

モデルディストリクト政

府によってプロジェクト

サイクルのコンセプトを

活用した CCB 事業改善計

画の策定・適用するための

活動（メンバー選出、計画

の達成目標･指標の設定、

活動のモニタリング・評価

等）は十分であるか（質・

量・タイミング）。 

・ 実績表 
・ 関係者の意見 

計画通り、CIP（I）の策定（2005 年 12 月）、運用がなされた。CIP（I）の運用を

モニタリングした結果、修正版としての CIP（II）が策定され（2006 年 8 月）、実

施されている。よって、成果 3 を達成するための活動としては、量・質的にも十

分であった。 
 

  

モデルディストリクトに

おいて、地方政府幹部、職

員、及び議員がプロジェク

ト活動を行ううえで必要

な技術及び知識を習得す

るための活動（トレーニン

グ、ワークショップ、啓発）

は十分であるか（質・量・

タイミング）。 

・ 実績表 
・ 関係者の意見 

本プロジェクトの関係者（州政府幹部・職員、地方政府議員・幹部･職員、CCB
メンバー、他ドナー、NGO 等）向けに多数のワークショップ、セミナーが実施

されており、これらの関係者が本プロジェクト実施に必要となる知識・技術等を

得るには、限られたプロジェクト期間においては、十分な量であった。いくつか

のワークショップ、セミナーに対しては、参加者または講師が高い評価をしてお

り、質的にも十分であった。 
 



 

 

評価設問 
評価項目 

大項目 小項目 情報源 調査結果 

 プロジェクトの効率性を

阻害した要因はあったか。 
 ・ 関係者の意見 C/P の配置の問題。 

調査実施にするにあたり、ローカルコンサルタントの情報が十分ではなかった。 

上位目標は達成される見

込みか。 
 ・ 関係者の意見 

 
本プロジェクトである程度形成された CCB 事業サイクルマネジメントモデルが

確立し、発展するか否かは、政策支援、制度的アレンジメント、財政的支援につ

いての、今後の方向性に大きく左右される。よって、プロジェクト終了間近の現

時点においても、本プロジェクトの上位目標が今後 2～3 年以内に達成するか否

かを判断するのは難しい。  

インパク

ト 

プロジェクトの実施によ

る意図していなかった影

響（正負）があるか。 

 ・ 関係者の意見 2006 年パンジャブ州開発フォーラムをはじめ、複数のフォーラムで、本プロジ

ェクトへ高い評価がなされている。 

政策・制度面での支援は協

力終了後も継続する見込

みか。 
 

パンジャブ州／パキスタ

ン国の地方分権、CCB 事業

に対する政策支援は継続

する見込みか。 

・ 州開発計画 
・ 関係者の意見 

「パンジャブ州地方行政法令（2001 年）」は「法的枠組み命令」により保証され

ているため、地方分権化、CCB 事業に対するパンジャブ州政府からの政策支援

は今後も継続することが大きく見込める。 

プロジェクトの効果を持

続するための活動実施能

力は備わっているか。 

・ スタッフの配置・定着状

況、オーナーシップ 
・ 各部門の機能 
・ 関係者の意見 

本プロジェクトにより、CCB の能力向上が見られたが、CCB 事業促進のために

は、CCB やコミュニティーグループに対する継続的支援が今後も必要である。 
本プロジェクトにより、地方政府幹部・職員の CCB 事業実施に係る能力も向上

した（主に、CCB 事業の手続き・管理に関連する能力）。しかし、CCB やコミュ

ニティーグループへのファシリテーション、CCB 事業実施支援についての能力

は不十分である（CCB コーディネーターが担ってきたため）。 

プロジェクトの効果持続

のための能力が実施機関

に備わっているか。 

プロジェクトの効果を持

続するための十分な予算

措置が見込めるか。  

・ 資金計画 
・ 関係者の意見 

プロジェクト終了後どのような予算措置を行うかについて、プロジェクト関係者

間での議論が積極的に進められているが（例：2006 年 12 月 PIF プロポーザル応

募→不採用）、結論に至っていない。 

自立発展

性 

移転された技術・知識はモ

デルディストリクト内で

持続、改善できるか。 

 ・ 関係者の意見 本プロジェクトで提示されたモデルを、今後どのように制度化していくのか、予

算措置をどのように行うかについて、結論がでていない。 

 



























































Project title: The Project on Improvement of Public Administration for Local Governments in Punjab Date of Preparation: JULY,2004
Narrative summary Objectively verifiable indicators Means of verification Important assumptions

Super goal 　　

The model of basic project cycle management on Citizen Community Board
(CCB) Program is institutionalized by the government of Punjab and local
governments in the model district  (project cycle means “Plan – Do – See”
process) 　

Overall goal

The model of basic project cycle management on Citizen Community Board
(CCB) Program is developed by improvements to components of CCB
Improvement Activities in the model district

1. The number of CCB  activities applying the
model of basic project cycle management three
(3) years later after the project completion
2. Capacity Building of local government
officials through the implementation of the
CCB Program

Monitoring and evaluation report of CCB
program by local governments in the model
district

The government of Punjab and local
governments in the model district
continue to make every effort to
establish the model

Project purpose 　 　 　
　 　

Citizen Community Board (CCB) Program becomes more effective and efficient
by improvement of performance in local governments in the model district

Comparison of the number of CCB activities
between before and after project
The resident's needs identified in the socio-
ecnomic survey are given high priorities in CIP

Evaluation report of this project The government of Punjab
continues to facilitate CCB system
for local governments

Output 　 　 　

　 　

1.Obstacles and needs in communities and people for the implementation of CCB
activities in the model district are identified　by the local governments through
socio-economic survey

Comparison of the perspective of local
government officials for obstacles and needs of
communities between before and after survey

The report of the socio-economic survey The model district will not be faced
with any radical changes
economically and socially

2. Room for improvement in public administration of CCB program in the model
district is identified by the local governments through organization analysis

Comparison of the perspective of local
government executives for room  of
improvement in public administration between
before and after survey

The report of organization analysis The model district government does
not change their structure radically

3. CCB Improvement Plan (CIP) is created  and implemented with the concept of
project cycle management in the model district

Comparison of objective indicators in CIP
between before and after the implementation of
CIP
Results of the interviews of local government
executives about effectiveness of case studies
and evaluation report

CIP evaluation report Same as above 2 assumptions

4. The local government executives, officials, and public representatives in the
model districts acquire necessary skills and knowledge of the project activities

Ratio (80% is acceptance line) of successful
participants (judged by examination and
interviews)

The results of the examination and interviews Most of training participants
continue to commit to CCB
program

Activities Input
For Output 1 Pakistan Japan
1-1. To interview local government officials for obstacles and needs of
communities
1-2. To implement monitoring of CCB (FY2003) program with local government
officials
1-3. To implement a socio-economic survey on CCB activities with local
government officials
1-4. To analyze the data from monitoring and the socio-economic survey with
local government officials

For Output 2
2-1. To analyze their own organizational structure and echelon structure for CCB
program with local government officials

2-2. To analyze their own organization on the management of information flow,
communication flow and decision making process for CCB program with local
government officials
2-3. To analyze their own organization of governmental regulations and the
authority of managers for CCB program with local government officials

For Output 3
3-1. To choose core member and assign their role for CIP
3-2. To clarify and recognize the goal of CIP
3-3. To set up objectives and indicators of CIP with the fruits of the socio-
economic survey and organization analysis
3-4. To design the process of CIP to recognize milestones at every step clearly
3-5. To implement CIP and to record the process with After Action Review
method
3-6. To monitor CIP with record of After Action Review

3-7. To adjust CIP activities with the result of monitoring

3-8. To evaluate objectives and indicators of CIP

3-9. To prepare the project case study and evaluation report with the fruit of
monitoring and evaluation

For Output 4
4-1. To hold workshops and trainings in public administration, project cycle
management, management and the utilization of information, community and
regional development and case study etc for the local government executives,
officials, and public representatives

4-2. To monitor workshops and trainings in public administration, project cycle
management, management and the utilization of information, community and
regional development and case study etc for the local government executives,
officials, and public representatives Precondition
4-3. To implement examinations and interviews for trainees and participants in the
workshops and trainings to evaluate their accomplishments

Federal and Provincial government can
keep condition stable politically,
economically and socially.

4-4. To provides training courses in Japan to share knowledge and experience on
local governance in Japan

[In this PDM, "CCB system" means that Institutions of CCB (Local Government Ordinance 2001, Guideline of CCB etc) established by province and federal
governments. "CCB program" means that policies and measures on CCB implemented by local governments (Decision-making and Procedures etc). "CCB
activities" means that activities on CCB implemented by residents]

1. Human Resources
1) Officials from the government of the
     Punjab (1 official, 1 assistant)
2) Officials from the District government
3) The member of the Project Coordination
    Committee (PCC) and of the Project
    Management Unit (PMU)
2. Other Resources
1) Provision of a Project Office
2) Miscellaneous expenses for running the
     Office (Electricity, Water, Gas expenses)

1. Human Resources
1) Two (2) Long-term experts
2) Four to Six (4 – 6) Short-term experts
     (gender, management information
      systems, project cycle management
      etc.)

2. Other Resources
The cost for the following items
1) Training Course in Japan (1 or 2
    courses)
2) Training Courses and Workshops in
  model district (for project cycle
  management, management
  information system, computer skills
  etc.)
3) Two (2) surveys (Socio-economic
     survey and Organization Analysis)
4) Other necessary equipment
    (computers, printers, etc)

Administrator
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2004 2005 2006
Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6 Q7 Q8 Q9 Q10

Task May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Jan Feb Mar Apr May Jun Jul
1. Obstacles and needs in communities and people for the
implementation of CCB activities in the model district are
identified　by the local governments through socio-
economic survey
1-1. To interview local government officials for obstacles and needs o
communities
1-2. To implement monitoring of CCB (FY2003) program with local
government officials
1-3. To implement a socio-economic survey on CCB activities with
local government officials
1-4. To analyze the data from monitoring and the socio-economic
survey with local government officials
2. Room for improvement in public administration of CCB
program in the model district is identified　by the local
governments through organization analysis
2-1. To analyze their own organizational structure and echelon
structure for CCB program with local government officials
2-2. To analyze their own organization on the management of
information flow, communication flow and decision making process
for CCB program with local government officials
2-3. To analyze their own organization of governmental regulations
and the authority of managers for CCB program with local
government officials
3. CCB program Improvement Plan (CIP) is created  and
implemented with the concept of project cycle
management in the model district
3-1. To choose core member and assign their role for CIP

3-2. To clarify and recognize the goal of CIP

3-3. To set up objectives and indicators of CIP with the fruits of the
socio-economic survey and organization analysis
3-4. To design the process of CIP to recognize milestones at every
step clearly
3-5. To implement CIP and to record the process with After Action
Review method
3-6. To monitor CIP with record of After Action Review

3-7. To adjust CIP activities with the result of monitoring

3-8. To evaluate objectives and indicators of CIP

3-9. To prepare the project case study and evaluation report with the
fruit of monitoring and evaluation
4. The local government executives, officials, and public
representatives in the model districts acquire necessary
skills and knowledge of the project activities

4-1. To hold workshops and trainings in public administration, project
cycle management, management and the utilization of information,
community and regional development and case study etc for the local
government executives, officials and public representatives

4-2. To monitor workshops and trainings in public administration,
project cycle management, management and the utilization of
information, community and regional development and case study etc
for the local government executives, officials and public
representativesexecutives
4-3. To implement examinations and interviews for trainees and
participants in the workshops and trainings to evaluate their
accomplishments
4-4. To provides training courses in Japan to share knowledge and
experience on local governance in Japan
5. Project Coordination Committee (PCC) and Project
Management Unit (PMU) meeting
PCC [Every 3 months]
PMU [Every month]

SUPPORT FOR IMPORVEMENT OF PUBLIC ADMINISTRATION FOR LOCAL GOVERNMENTS IN PUNJAB [ PLAN OF OPERATION ]
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